
平成30年度 監事研修会

日 本 私 立 学 校 振 興 ・ 共 済 事 業 団 私 学 経 営 情 報 セ ン タ ー

平成30年10月17日（水） 13：00 ～ 16：30

平成30年10月29日（月） 13：00 ～ 16：30



本日の内容

Ⅰ  日本私立学校振興・共済事業団（私学事業団）について

Ⅱ 私立大学等経常費補助金

Ⅲ  会計検査院の動向

Ⅳ  監事の現状

Ⅴ  財務比率を活用した財務分析

Ⅵ  私立大学・短期大学の教育の取組み
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Ⅰ 日本私立学校振興・共済事業団（私学事業団）について



組 織 名 日本私立学校振興・共済事業団（略称：私学事業団）

設立年月日 平成10年1月1日

設立根拠法 日本私立学校振興・共済事業団法（平成9年法律第48号）

法 人 格 特殊法人（共済組合類型法人）

主 務 大 臣 文部科学大臣

資 本 金 1,086億7,786.3万円（平成30年3月31日現在、全額政府出資）

理 事 長 清家 篤 【元慶應義塾長】（平成30年4月1日就任）

職 員 数 1,342名（平成30年4月1日現在）

私学事業団の概要

運営基本理念

私たち日本私立学校振興・共済事業団は、私学振興に係る業務を総合的に実施し、私立学校における
教育と研究の充実、向上及び経営の安定に寄与するとともに、教職員の福利厚生の充実を図り、私学振興の
先導的な拠点として、日本の教育・研究の発展に貢献してまいります。
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短期給付事業 年金等給付事業

福祉事業

補助事業

貸付事業

助成業務
私学助成など私学に対する
支援に必要な業務を総合的
に実施
国から運営費の補助を受けず
業務に必要な事務費はすべ
て自己財源

共済業務
私学に勤務する教職員等の
福利厚生を図る

私立学校への支援(助成業務)と教職員への福利厚生(共済業務)を一体的・総合的に行うこと
により、効率的・効果的に私学振興を推進している

私学事業団の業務

経営支援 ・
情報提供事業
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札幌ガーデンパレス

仙台ガーデンパレス

東京ガーデンパレス

東京臨海病院
名古屋ガーデンパレス

大阪ガーデンパレス

京都ガーデンパレス

広島ガーデンパレス

福岡ガーデンパレス

私学事業団の主な直営施設
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Ⅱ 私立大学等経常費補助金



【文部科学省】
大学教育再生戦略推進費（再推費）
・大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）
・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）
・スーパーグローバル大学等事業 ｅｔｃ

（地方交付税）

運営費交付金
１兆970億円

（国立86大学他）
東京大 824億円
京都大 543億円
東北大 463億円
大阪大 441億円
九州大 409億円

計5校 2,680億円

国立大学等 公立大学

【文科省、日本学術振興会】
科学研究費補助金

（補助対象は研究者個人）

競争的資金

(国公私共通)

基盤的資金

(設置者ごと)

（注） 金額・学校数は平成29年度

私立大学等
経常費補助金
3,168億円
（873校）

早稲田大 ９２億円
日本大 ９１億円
慶應大 ９０億円
東海大 ６２億円
立命館大 ６０億円

計５校 ３９５億円

私立大学・短期大学・高等専門学校

大学等に対する補助金のイメージ
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※私立学校振興助成法第１１条（間接補助） → 国は日本私立学校振興・共済事業団を通じて補助金を交付することができる

○私立大学等経常費補助金 ○私立学校施設整備費補助
○私立大学等研究設備整備費等補助金

文 部 科 学 省企画立案、予算要求
交付要綱の策定等

企画立案、予算要求、交付要綱の決定、
補助金配分基準、採択基準の策定、
審査委員会の開催、交付決定等

日本私立学校振興・
共済事業団

補助金配分基準の策定、
各種事務処理、交付決定等

補助金の交付交付申請

学校法人(私立大学等)

補
助
金
の
交
付

交
付
申
請

交付申請 補助金の交付

私立大学等への補助金の仕組み
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私立大学等経常費補助金の目的
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《私立学校振興助成法 第１条》

○ 私立大学等の教育条件の維持向上

○ 学生の修学上の経済的負担の軽減

○ 私立大学等の経営の健全性を高める

《私立学校振興助成法 第４条》

○ 私立大学等の教育又は研究に係る経常的経費に対する補助で

私立大学等を設置する学校法人に対して交付

→ 個々の教職員や学生に対してではなく、

私立大学等で毎年発生する経常的な経費に対して補助
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24年度
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26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

高度化推進特別補助

特別補助

一般補助

億円

S45経常費補助金制度創設

　　　（予算補助)

S50私立学校振興助成法制定
　　　（S51法律補助)
S50特別補助創設

S58臨時行政調査会最終答申
　　　(補助金総額抑制)

H14高度化推進特別補助創設
　　　(文科省執行分) ～Ｈ18年度

H19骨太方針により1%削減
H19特別補助ゾーン化・メニュー化
　　　　　　　　　　　　　　　～Ｈ22年度

H23一般・特別補助抜本的組み替え

H25私立大学等改革総合支援事業

H27私立大学等経営強化集中支援事業

Ｈ28私立大学研究ブランディング事業

注1：金額は当初予算額です。
注2：高度化推進特別補助は、平成19年度に特別補助と統合されています。
注3：平成24～30年度の特別補助には、復興特別会計に計上している額を含みません。

一般補助と特別補助 予算額の推移
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補助金交付状況 （単位：校、千円）

区　分 大　学 短期大学 高等専門学校 計（平均額）

294,356,767 22,057,208 426,600 316,840,575 
（296,880,395） （23,800,314） （482,628） （321,163,337）

573 297 3 873 
（570） （304） （3） （877）

513,712 74,267 142,200 362,933 
（520,843） （78,291） （160,876） （366,207）

155 183 196 157 
（156） （190） （217） （158）

私立大学等改革総合支援事業による増額（合計額） （単位：校、千円）

区　分 大　学 短期大学 高等専門学校 計
334 138 1 473 

（325） （130） （2） （457）
7,804,300 359,831 5,407 8,169,538 

（7,471,897） （343,643） （12,025） （7,827,565）
6,611,207 2,047,139 6,519 8,664,865 

（5,093,445） （1,756,277） （21,013） （6,870,735）
14,415,507 2,406,970 11,926 16,834,403 

（12,565,342） （2,099,920） （33,038） （14,698,300）

私立大学等改革総合支援事業による増額（1学校当たりの額） （単位：千円）

区　分 大　学 短期大学 高等専門学校 計
23,366 2,607 5,407 17,272 

（22,990） （2,643） （6,013） （17,128）
19,794 14,834 6,519 18,319 

（15,672） （13,510） （10,507） （15,034）
43,160 17,442 11,926 35,591 

（38,663） （16,153） （16,519） （32,163）

※（　　　　）書きは平成２８年度の数値

特別補助による増額

増　額　計

一般補助による増額

特別補助による増額

増　額　計

一般補助による増額

交　付　額

交付学校数

1校あたり換算額

学生1人当たり換算額

支援対象学校数

平成29年度 私立大学等経常費補助金の交付状況等
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一般補助【２，６９７億円（２，６８９億円）】 ※私立大学等経常費補助に占める一般補助の割合は約８６％
大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援する。また、教育の質保証や経営力強化に向けたメリハリある配分を実施する。

特別補助【４５７億円（４６４億円）】
２０２０年度以降の１８歳人口の急激な減少や経済社会の急激な変化を踏まえ、自らの特色を活かして改革に取り組む大学等を重点的に支援する。

○私立大学等改革総合支援事業 １３１億円(１７６億円) ※上記の一般補助及び特別補助の内数
教育の質的転換や、産業界・他大学等との連携、地域におけるプラットフォーム形成による資源の集中化・共有など、特色化・機能強化に向けた

改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援する。

○私立大学研究ブランディング事業 ５６億円(５５億円) ※上記の特別補助の内数
学長のリーダーシップの下、大学の特色ある研究を基軸として、全学的な独自色を大きく打ち出す取組を行う私立大学の機能強化を促進する。

○若手研究者等の育成等に係る取組への重点支援 ３６億円(２９億円) ※上記の特別補助の内数
知の創出をはじめ科学技術イノベーション活動の中核を担う若手研究者の育成と活躍促進のための取組等を行う大学等を重点的に支援する。

○経済的に修学困難な学生に対する授業料減免等の充実 １３０億円(１０２億円) ※上記の特別補助の内数
経済的に修学困難な学生を対象とした授業料減免等を行う大学等への支援を充実し、高等教育を受ける機会保障の強化を図る。
（減免対象人数：約1.3万人増（29年度：約5.8万人 → 30年度：約7.1万人）

＜復興特別会計＞
○被災私立大学等復興特別補助 １２億円（１８億円）

東日本大震災により被災した大学等の安定的教育環境の整備や被災学生の授業料減免等への支援を実施。

私立大学等の運営に必要な経常費補助金を確保し、教育研究の質の向上に取り組む私立大学等や地域に貢献す
る私立大学等に対する支援、高等教育へのアクセス格差の是正等に向けた支援を強化する。

私立大学等経常費補助 ３，１５４億円（３，１５３億円）

※ 一般補助における定員未充足に対する調整係数や、経営・財務情報の非公開による減額を強化。特別補助の審査方式・調査項目等の見直し、交付対象校の重点化を実施。
一般補助における教育の質に係る客観的指標の導入、特別補助における交付要件・対象の見直し等について先行実施し、調査分析結果を踏まえ、平成31年度から本格的に導入。

※括弧内は２９年度予算額

平成30年度私立大学等経常費補助の概要
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経常的経費

○：学部等ごとの計算 補助金基準額 ◆補助金基準額から増減額する金額

●：学校ごとの計算 ( 員数 × 単価 補助率 ± 第一次調整 － 第二次調整 ) × 圧縮率 ± 第三次調整 ＝ 補助金額

○
専任教員等数 × ( 補助金基準額 × 増減率（％） )

●

1人当たり年間標準給与費

専任職員数 ×

1人当たり年間標準給与費

非常勤教員授業時間数 ×

1授業時間当たり標準経費
１．教育条件に関すること

学部等ごとの収容定員に対する在籍学生数の割合 〔＋９％ ～ ▲５０％〕

学部等ごとの専任教員等の数に対する在籍学生数 〔＋６％ ～ ▲１６％〕

２．財政状況に関すること

学校ごとの学生納付金収入に対する教育研究経費支出及び設備関係支出の割合 

学生数（定員内現員） ×
〔＋１５％ ～ ▲４５％〕

教職員給与指数 〔０％ ～ ▲１５％〕

1人当たり標準経費
収入超過状況 〔０％ ～ ▲１００％〕

専任教員等数 ×
高額給与支給 〔０％ ～ ▲３５％〕　

1人当たり年間標準給与費
３．情報の公表の実施状況に関すること

教育研究上の基礎的な情報 〔０％ ～ ▲１５％〕

財務情報 〔０％ ～ ▲１５％〕

〔＋１％ ～ ０％〕

教員・職員それぞれ

　０％～▲7.5％

・高額給与調整
  （額による減額）

 学生数(定員内現員)　×　1人当たり標準経費　＋　障害のある学生及びＩＣＴ

 専任教員等数　　　  ×　1人当たり標準経費　＋　ＰＤ・ＲＡ・ＴＡ等

×

③

④

基準額の増減

①

②

○

教員等数×1人当たり年間標準給与費

非常勤教員授業時間数 ×

     1授業時間当たり標準経費

専任教員等数 ×

     1人当たり年間標準給与費

●

教 育 研 究 経 常 費
（ 教 員 経 費 、 学 生 経 費 ）

・高額寄付金調整

28年 0.79180069

29年 0.80227702
・管理運営不適正
　等による減額

認証評価経費
(教育研究経常費)

所要経費
×

1/2

●

●

●

○

・その他調整が

　生じた場合

28年 0.67893306

29年 0.66867902

学生数（定員内現員） ×

             1人当たり標準経費

専 任 職 員 給 与 費
( 退 職 金 財 団 掛 金 補 助 を 含 む )

5/10

5/10
専 任 教 員 等 給 与 費
( 退 職 金 財 団 掛 金 補 助 を 含 む )

5/10

非 常 勤 教 員 給 与 費

教 職 員 福 利 厚 生 費
（ 非 常 勤 教 員 分 を 含 む ）

退職金財団掛金

の　圧　縮  率

⑥

5/10

4/10

4/10

員数 単価 加算措置

5/10

⑤

研 究 旅 費

厚 生 補 導 費

⑨

⑩

〔０％ ～ ▲１５%〕

⑦

修学上の情報等⑧

上記以外の情報の公表、
上記の情報について分かりやすく加工

専任教員等数 ×
1人当たり年間標準給与費

専任職員数 ×
1人当たり年間標準給与費

非常勤教員授業時間数 ×
1授業時間当たり標準経費

専任教員等数・専任職員数 ×
1人当たり標準経費

非常勤教員授業時間数 ×
1授業時間当たり標準経費×率

下記に記載

専任教員等数 ×
1人当たり標準経費

学生数（定員内現員）×
1人当たり標準経費

私立大学等改革総合

支援事業での増額

一般補助計算の仕組み
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Ⅰ. Ⅳ.

Ⅱ.

Ⅴ.

Ⅲ. Ⅵ.

Ⅶ.

5. 大学等の教育研究環境の国際化 1. 授業料減免事業等支援（震災分）

グローバル化 【改革総合タイプ4】 2. 被災私立大学等復興特別補助

　　特別補助　予算合計　：　46,802　百万円　

2. 海外からの教員の招へい 2. 卓越した学生に対する授業料減免等

3. 学生の海外派遣 3. 特色ある経済的支援方策

4. 教員の海外派遣 東日本大震災からの復興支援　予算:1,179百万円

3. 社会人の受入れ環境整備 私立大学等経営強化集中支援事業

大学等の国際交流の基盤整備　予算:5,392百万円 授業料減免及び学生の経済的支援体制の充実　予算:13,000百万円

1. 海外からの学生の受入れ 1. 授業料減免事業等支援 ※熊本地震分含む

社会人の組織的な受入れ　予算:2,991百万円 8. 法科大学院支援

1. 正規学生としての受入れ 9. 短期大学・高等専門学校における教育研究の充実

2. 多様な形態による受入れ 経営強化等支援　予算:1,800百万円

産業界との連携 【改革総合タイプ２】 5. 戦略的研究基盤形成支援（継続分）

他大学等との広域・分野連携 【改革総合タイプ３】 6. 大学間連携等による共同研究

プラットフォーム形成 【改革総合タイプ５】 7. 専門職大学院等支援

2. 医学部入学定員の増員 2. 研究施設運営支援

3. 被災地の復興支援 3. 大型設備等運営支援

教育の質的転換 【改革総合タイプ１】 4. 私立大学研究ブランディング事業

補助項目 補助項目

成長力強化に貢献する質の高い教育　予算:6,581百万円 大学院等の機能の高度化　予算:15,859百万円

1. 地方に貢献する大学等への支援 1. 大学院における研究の充実

平成30年度 特別補助の項目（一覧）
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○ 教育の質的転換や、産業界・他大学等との連携、地域におけるプラットフォーム形成による資源の集中化・共有など、特色化・機能強化
に向けた改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援する。
基本スキーム（イメージ）

タイプ１「教育の質的転換」（200校）
全学的な体制での教育の質的向上に向けた取組を支援
○ＳＤ、ＦＤの実施状況
○アクティブ・ラーニングによる授業の実施
○教育改革に対する学内予算措置 等

タイプ２「産業界との連携」(50校）
産業界と連携した高度な教育研究支援
○教育面を含む産学連携体制の構築
○複数企業との長期インターンシップ
○実用化、事業化を目指した取組
○共同研究、受託研究
○外部資金受入れ状況 等

タイプ３「他大学等との広域・分野
連携」（50校）
国内の他の地域の大学等と連携した
高度な教育研究支援
○特定分野の教育プログラム、教材の共同開発
○共同研究の実施
○学生の受入れ、派遣 等

高大接続改革に積極的に取り組む大学等を支援
○アドミッション・ポリシーにおける求める学生像の明示
○多面的･総合的な入試への転換
○アドミッションオフィサーの配置等による入学者選抜体制の充実強化
○高等学校教育と大学教育の連携強化 等

タイプ４「グローバル化」（80校）
国際環境整備、地域の国際化等、
多様なグローバル化を支援
○実践的な語学教育
○外国人教員・学生の比率
○地域のグローバル化への貢献
○シラバスの英語化 等

※必須要件：国際化推進に関するビジョン・方針の策定

＋

タイプ５「プラットフォーム形成」（２０～４０グループ）
各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連携、自治体・産業界等
との連携を進めるためのプラットフォーム形成を通じた大学改革の推進を支援

○教育機関・自治体・産業界等を含めたプラットフォームを形成し、地域における高等教育に
関する中長期計画の策定

○複数校の申請に基づき選定
○スタートアップ型（体制の整備状況を評価）と発展型（中長期計画の実施状況を評価）の２層で支援（各１０～２０グループ）
※自治体が私立大学等への支援を充実できるよう、自治体が私立大学等と協定を締結・連携して実施する雇用創出・若者定着に係る取組に対し、特別交付税措置（予定）

プラットフォームの形成
・地域における高等教育に関する中長期計画の策定
・地域発展、大学間の共同実施（教育・研究）・リカレント教育
等

地域の
私立大学等

地域の
他教育機関都道府県等地域経済界

平成３０年度予算額（案）１３１億円（１７６億円）
※括弧内は２９年度予算額

※タイプ５に申請する場合は、当該地域内の大学等との連携は対象外

※特別補助交付額：タイプ１～４及びタイプ５（スタートアップ型）は１校当たり1,000万円程度、タイプ５（発展型）は2,000万円程度を想定（各選定校数等により変動）

平成30年度 私立大学等改革総合支援事業
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学士課程教育の質的転換への方策
確認：質的転換答申 （平成24年8月）
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○１８歳人口の急激な減少を見据え、スピード感ある経営改革を進め、地方に高度な大学機能の集積を図る地方の
中小規模私立大学等に対し、「私立大学等経営強化集中支援期間」における集中的支援を行う。

対 象 期 間 ：平成３２年度（２０２０年度）までの「私立大学等経営強化集中支援期間」

支援対象校： 地方の中小規模私立大学等のうち４０～５０校程度（収容定員充足率５０～９９％）
※三大都市圏以外に所在（三大都市圏の定義は首都圏整備法等を活用するが、平成２７年度の対象地域に所在する大学等は対象とする。） 、収容定員2,000人以下
※管理運営不適正等、情報公開の実施状況、役員報酬額により不交付・減額等の措置を受ける大学等は対象外

※学校種等のバランスに偏りが生ずる場合には、所要の調整を検討

選定・配分 ： 平成３０年度より、経営改革・経営基盤の強化に取り組む大学等へ集中支援を行うため、入学者数の増、収支状況の改善、組織体制の
強化等のＫＰＩを盛り込んだ経営改革計画の内容及び経営改善状況を審査・選定し、評価結果に応じて傾斜配分する。
また、選定校は、毎年度の計画の進捗状況に応じ、減額・停止など配分額の見直しを実施（３０～３２年度の３年間の継続支援を予定）

平成３０年度予算額（案） １８億円（４０億円）

基本スキーム（イメージ）

※括弧内は２９年度予算額

私立大学等経営強化集中支援期間

経営強化に向けた体制・
仕組みの構築促進

更なる経営改革・経営基盤の強化に向けた計画の推進

平成27～29年度 平成30～32年度

計画の進捗状況の評価・
配分額見直し（毎年度）

計画の内容・進捗状況に応じ
た個別の経営相談等の実施

事業委員会・私学事業団

私立大学等経営強化集中支援事業
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学校法人等が法令に違反している場合や、教育条件又は管理運営が適正を欠く場合で、必要が
あると認められるときは、減額調整を行う。

＜私立大学等経常費補助金取扱要領４の(１)（２）、私立大学等経常費補助金配分基準Ⅵの１＞

※上記により減額の措置を受けた学校法人等については、特別補助についても減額又は不交付とする
ことができる。 ＜私立大学等経常費補助金取扱要領取扱要領４の(４) ＞

直近五年間で11法人に対して減額措置を講じた

29年度新規に減額
措置を講じた法人

29年度取扱 事 由

Ａ法人 50％減額交付 学校法人の管理運営が適正を欠くもの

Ｂ法人 50％減額交付 学校法人の管理運営が適正を欠くもの

Ｃ法人 50％減額交付 虚偽の設置認可申請

管理運営不適正等による調整
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28年度新規に減額
措置を講じた法人

28年度取扱 事 由

Ｄ法人 25％減額交付 管理運営不適正（法人の運営、職員の刑事処分）

27年度新規に減額
措置を講じた法人

27年度取扱 事 由

Ｅ法人 25％減額交付 管理運営不適正（学園長の不適切な経理等）

Ｆ法人 50％減額交付 管理運営不適正（理事長の不適切な経理等）

Ｇ法人 25％減額交付 管理運営不適正（中高の簿外経理等）

管理運営不適正等による調整

26年度新規に減額
措置を講じた法人

26年度取扱 事 由

Ｈ法人 10％減額交付 管理運営不適正（理事会と教学関係者の対立等）

Ｉ法人 25％減額交付 管理運営不適正（寄付金の不適切な経理等）

19

25年度新規に減額
措置を講じた法人

25年度取扱 事 由

Ｊ法人 25％減額交付 管理運営不適正（「不適切な受験」問題への対応な
ど、管理運営が不適正）

Ｋ法人 10％減額交付 管理運営不適正（評議員会開催手続の過誤等）



Ⅲ 会計検査院の動向



会計検査院は、必要と認めるとき又は内閣の請求がある
ときは、次に掲げる会計経理の検査をすることができる。

○会計検査院法

国が直接又は間接に補助金、奨励金、助成金等を交付し
又は貸付金、損失補償等の財政援助を与えているものの会計

同条同項第３号

第23条第1項（選択的検査対象）

第25条（実地検査）
会計検査院は、常時又は臨時に職員を派遣して、実地の
検査をすることができる。この場合において、実地の検査を
受けるものは、これに応じなければならない。

会計検査院実地検査の根拠法令
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会計検査院

国
補 助

財源として交付

補 助

補助事業者
（交付元）

間接補助事業者
（交付先）

補助金が有効に交付
され、執行されてい
るかの実地検査
(事業団立会)

教育研究条件の整備
状況等を勘案して配分

学
校
法
人

事
業
団

国
民 税 金

補助金の財源は
国民の税金
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学校法人を検査するとともに、交付元（事業団）も検査



過大交付が認められると「不当事項」として
当該年度の「決算検査報告」に掲載される

http://report.jbaudit.go.jp/

その後の措置

学校法人 → 事 業 団
・過大交付額を返還
・原因、再発防止等の改善策を文書で提出

事 業 団 →  学校法人
・返還額と同額を当該年度の一般補助から減額

（ 私立大学等経常費補助金取扱要領4（3） ）

検査の結果どうなるか
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区 分 H 26 H 27 H 28 H 29 H 30

検
査
法
人
数

大 学 法 人 19 30 25 26 24

短 大 法 人 1

高 専 法 人

計 20 30 25 26 24

不
当
法
人
数

大 学 法 人 1 5 4 8

短 大 法 人

高 専 法 人

計 1 5 4 8

協
議
中

検査法人数等の推移
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平成30年検査の特徴は
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私立大学等改革総合支援事業

• 平成２６年度より検査対象項目
• 毎年不当事項

私立大学等改革総合支援事業
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不当事項項目（私立大学等改革総合支援事業）

27



不当事項項目（私立大学等改革総合支援事業）
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Ⅳ 監事の現状



財務
98.4%

改善
73.6% 予算

70.7% 中長期
65.4% 業務

62.5% 施設
55.1% 教育

50.2%

募集
37.9%

研究
35.2%

人事
34.2% 支援

28.1%
就職

27.3%

その他
12.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

業務に関する監査の内容

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

財務
98.4%

予算
70.7%

中長期
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施設
55.1%
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62.5%

人事
34.2%

改善
73.6%

教育
50.2%

研究
35.2%

募集
37.9%

支援
28.1%

就職
27.3% その他

12.1%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

大学法人

財務 監査における指摘事項の改善状況 予算編成

中長期計画 各部署の業務執行（学内事務体制の見直し） 学部設置や施設設備整備計画等

教育活動 学生募集活動 研究活動

人事、労務管理 学生生活支援 学生の就職・進学等

その他

≪大学法人≫
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財務
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改善
74.0% 予算

66.7%
業務

56.3%
中長期
55.2%

教育
38.5%

施設
35.4%

募集
22.9% 人事

17.7% 研究
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11.5% その他
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業務に関する監査の内容

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

≪短期大学法人≫
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各部署の業務執行（学内事務体制の見直し） 中長期計画 教育活動

学部設置や施設設備整備計画等 学生募集活動 人事、労務管理

研究活動 学生の就職・進学等 学生生活支援

その他
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監事に今後期待する役割

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

○ 「中長期計画」、「教育活動」、「各部署の業務執行（学内事務体制の見直し）」に対する期待度が高い。

○ 「学生募集活動」、「学生の就職・進学等」、「学生生活支援」についての期待度は低い。
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監査における指摘事項の改善状況 人事、労務管理 予算編成

研究活動 学部設置や施設設備整備計画等 財務

学生募集活動 学生の就職・進学等 学生生活支援
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出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

○ 「中長期計画」に対する期待度が高い。

○ 「研究活動」、「学生の就職・進学等」、「学生生活支援」についての期待度は低い。

≪短期大学法人≫
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中長期計画 財務 学部設置や施設設備整備計画等

人事、労務管理 各部署の業務執行（学内事務体制の見直し） 監査における指摘事項の改善状況

学生募集活動 予算編成 教育活動

研究活動 学生の就職・進学等 学生生活支援

その他
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監事の人数
○ 大学法人では、常勤監事の割合は8.1％。短期大学法人では、2.3％となっており、常勤監事を置く法人は少ない。

○ 平成26年度と比較すると、大学法人、短期大学法人ともに常勤監事の人数及び割合が増加している。

出典：「学校法人基礎調査」（平成26年度・平成30年度）

＜大学法人＞ ＜短期大学法人＞

常勤
75人
6.2％

常勤
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91.9％

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成26年度 平成30年度

計1,216人 計1,233人
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0
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0日
0.5%

1日～4日
19.3%

5日～9日
39.0%

10日～14日
23.5%

15日～19日
8.6%

20日
9.1%

0日
1.2%

1日～4日
14.6%

5日～9日
31.9%10日～14日

23.1%

15日～19日
12.0%

20日
17.2%

非常勤監事の出勤日数

○ 大学法人の約47％、短期大学法人の約59％で非常勤監事の出勤日数が年9日以下である。

＜大学法人＞ ＜短期大学法人＞

年9日以下
47％

年9日以下
59％

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値） 35



監査の日数

財務監査 業務監査

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

教学監査
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監査室が支援
20.0%

監査室以外が
補佐

28.4%要望が
あれば配置
15.8%

検討中
16.8%

支援体制なし
18.9%

監査室が支援
43.7%

監査室以外
が補佐
32.1%

要望が
あれば配置

7.1%

検討中
6.5%

支援体制なし
10.6%

＜大学法人＞ ＜短大法人＞

監事のサポート体制
○ 監事をサポートする何らかの体制をとっているのは、大学法人においては、約83%、短期大学法人においては約64％であり、

大きく差がある。

○ そのうち、内部監査室を設置している学校法人は、大学法人で約4割、短大法人では2割である。

サポート
体制有り
約83％

サポート
体制有り
約64％

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

内部監査室が、監事業務の支援を行っている 内部監査室以外の特定の職員が監事の補佐を行っている

監事から要望があった場合に人員を配置している 支援体制の整備を検討中である

特段の支援体制をとっていない
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83.3%

73.7%

10.3%
14.7%

6.4%
11.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

大学法人 短期大学法人

独立監査人との連携
○ 大学法人では約8割、短期大学法人では約7割が、監事が財務監査を行う際に、独立監査人より「普段から適宜説明を受け、

連携をとっている」状況。

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

01

大学法人 短期大学法人
普段から適宜説明を受け、連携をとっている 疑義が生じたときのみ、連携をとっている 特段、連携はとっていない
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○ 監事の理事会の出席率は大学法人、短期大学法人ともに約9割の法人で100％である。

監事の理事会出席状況

出典：「平成30年度 学校法人の経営改善方策に関するアンケート」（速報値）

【理事会に監事が一人以上出席した回数の割合】

3.2%

0.0%

7.4%

89.5%

1.0%

2.3%

4.7%

92.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60％未満

60％以上～80％未満

80％以上～100％未満

100％

大学法人
短期大学法人

出
席
率
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Ⅴ 財務比率を活用した財務分析



事業活動収支計算書関係財務比率
■事業活動収支計算書関係比率（16項目）
No.
1 経営状況はどうか 事業活動収支差額比率 基本金組入前当年度収支差額÷事業活動収入

収入構成はどうなっているか 学生生徒等納付金比率 学生生徒等納付金÷経常収入
寄付金比率 寄付金÷事業活動収入
経常寄付金比率 教育活動収支の寄付金÷経常収入
補助金比率 補助金÷事業活動収入
経常補助金比率 経常費等補助金÷経常収入

支出構成は適切であるか 人件費比率 人件費÷経常収入
教育研究経費比率 教育研究経費÷経常収入
管理経費比率 管理経費÷経常収入
借入金等利息比率 借入金等利息÷経常収入
基本金組入率 基本金組入額÷事業活動収入
減価償却額比率 減価償却額÷経常支出
人件費依存率 人件費÷学生生徒等納付金
基本金組入後収支比率 事業活動支出÷(事業活動収入－基本金組入額)
経常収支差額比率 経常収支差額÷経常収入
教育活動収支差額比率 教育活動収支差額÷教育活動収入計

(注) 

■活動区分資金収支計算書関係比率（1項目）
No.

1 教育活動でキャッシュフローが生み出せているか 教育活動資金収支差額比率 教育活動資金収支差額÷教育活動資金収入計

分　　　類 比　　　　率 計　　　算　　　式

分　　　類 比　　　　率 計　　　算　　　式

2

3

4 収入と支出のバランスはとれているか

1．寄付金＝教育活動収支の寄付金＋特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付
2．補助金＝経常費等補助金＋施設設備補助金
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貸借対照表関係比率
■貸借対照表関係比率（20項目）
No.

自己資金は充実されているか 純資産構成比率 純資産÷(総負債＋純資産)
繰越収支差額構成比率 繰越収支差額÷(総負債＋純資産)
基本金比率 基本金÷基本金要組入額
固定比率 固定資産÷純資産
固定長期適合率 固定資産÷(純資産＋固定負債)

資産構成はどうなっているか 固定資産構成比率 固定資産÷総資産
有形固定資産構成比率 有形固定資産÷総資産
特定資産構成比率 特定資産÷総資産
流動資産構成比率 流動資産÷総資産
減価償却比率 減価償却累計額÷減価償却資産取得価額

負債に備える資産が蓄積されているか 内部留保資産比率 (運用資産－総負債)÷総資産
運用資産余裕比率 (運用資産－外部負債)÷経常支出
流動比率 流動資産÷流動負債
前受金保有率 現金預金÷前受金
退職給与引当特定資産保有率 退職給与引当特定資産÷退職給与引当金

負債の割合はどうか 固定負債構成比率 固定負債÷(総負債＋純資産)
流動負債構成比率 流動負債÷(総負債＋純資産)
総負債比率 総負債÷総資産
負債比率 総負債÷純資産

6 運用資産の保有状況はどうか 積立率 運用資産÷要積立額

(注) 
2．外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務
3．要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第2号基本金＋第3号基本金

1．運用資産＝特定資産＋有価証券(固定資産)＋有価証券(流動資産)＋現金預金

分　　　類 比　　　　率 計　　　算　　　式

1

2 長期資金で固定資産は賄われているか

3

4

5
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　本件は、平成25年12月に文部科学省が開催した学校法人会計基準の改正に関する説明会において当事業団が提示した『学校法人会計基準の

改正に対応した新しい財務比率等について（案）』の内容を踏襲し、説明会以降に日本公認会計士協会をはじめとした関係各位からの意見を参考

として、比率の趣旨をより適切に表すために必要な変更を加えたものである。

（１）貸借対照表関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

1 固定資産構成比率
固 定 資 産
総　 資　 産

固定資産の総資産に占める構成割合で、流動資産構成比率とともに資産構成のバランスを全体
的に見るための指標である｡
固定資産は施設設備等の有形固定資産と各種引当特定資産を内容とする特定資産を中心に構
成されている。学校法人が行う教育研究事業には多額の設備投資が必要となるため､一般的には
この比率が高くなることが学校法人の財務的な特徴である｡
この比率が学校法人全体の平均に比して特に高い場合､資産の固定化が進み流動性が乏しく
なっていると評価することができる。
しかし固定資産に占める特定資産の比率が高い学校法人においては必ずしもこの評価は適切で
はないため、資産の固定化を測る比率として、有形固定資産に焦点をあてた「有形固定資産構成
比率」を利用することも有効である｡
なお､固定資産構成の比率は､流動資産構成比率と表裏をなす関係にある｡

名称及び比率の内容に変更なし

計算式について、「その他の固定資産」から各種引当特定資産を抽出して
中科目「特定資産」に区分されたことを反映するため下記とおり変更

現行：「固定資産＝有形固定資産＋その他の固定資産」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
変更：「固定資産＝有形固定資産＋特定資産＋その他の固定資産」

2 有形固定資産構成比率
有形固定資産
総　　資　　産

有形固定資産の総資産に占める構成割合で、土地・建物等の有形固定資産の構成比が資産構
成上バランスがとれているかを評価する指標である。
学校法人では教育研究事業に多額の施設設備投資を必要とするため､ この比率が高くなることが
財務的な特徴であるが、学校規模に比して設備投資が過剰となる場合は財政を逼迫させる要因と
もなるため､注意が必要である。

変更なし

3 特定資産構成比率
特 定 資 産
総　 資　 産

特定資産の総資産に占める構成割合で、各種引当特定資産などの長期にわたって特定の目的の
ために保有する金融資産の蓄積状況を評価する指標である。
一般的には、この比率が高い場合は中長期的な財政支出に対する備えが充実しており、計画的
な学校法人経営に資するといえる。
この比率が低い場合には主に二通りの評価が考えられる。一つは固定・流動を合わせた金融資
産が少ないため特定資産の形成が困難な場合であり、資金の目的化以前に財政基盤の脆弱さ、
資金の流動性の問題が懸念される。
もう一つは金融資産は少なからず保有しているが特定資産を形成していない場合で、この場合は
直ちに財政基盤が脆弱であるとはいえない。
しかし近年では中長期的な視点にたった経営計画の策定と、経営計画の下支えとなる特定資産
の重要性が高まっており、また保護者をはじめとした利害関係者への説明責任の観点からも計画
的な特定資産形成が望ましい。

名称を「その他の固定資産構成比率」から「特定資産構成比率」に変更
計算式の分子を「その他の固定資産」から「特定資産」に変更

4 流動資産構成比率
流 動 資 産
総　 資　 産

流動資産の総資産に占める構成割合で､固定資産構成比率とともに資産構成のバランスを全体的
に見るための指標となる｡
流動資産は現金預金と短期有価証券のほか､未収入金などで構成されている｡
一般的にこの比率が高い場合、現金化が可能な資産の割合が大きく､資金流動性に富んでいると
評価できる｡ 逆に著しく低い場合は､資金流動性に欠け､資金繰りが苦しい状況にあると評価でき
る｡
この比率が低い場合であっても､低金利下での有利な運用条件を求めて長期預金や長期有価証
券を保有している場合や、将来的な財政基盤の安定化のために金融資産を目的化して特定資産
化している場合には、必ずしも流動性に乏しいとはいえないため、特定資産や固定資産の有価証
券の保有状況も確認して評価を行う必要がある。
なお､流動資産構成比率は 固定資産構成比率と表裏をなす関係にある。

変更なし

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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（１）貸借対照表関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

5 固定負債構成比率
固　 定 　負 　債
総負債＋純資産

固定負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で､主に長期的な債務の状況を評
価するものであり、流動負債構成比率とともに負債構成のバランスと比重を評価する指標である｡
固定負債は主に長期借入金､学校債､退職給与引当金等で構成されており､これらは長期間にわ
たり償還あるいは支払い義務を負う債務である｡
学校の施設設備の拡充や更新の際に、長期借入金を導入した方が財政計画上有利となる場合等

もあり、長期借入金が多いことが直ちにネガティブな評価とはならないが、学校法人の施設整備計
画や手元資金の状況に比してこの比率が過度に高い場合には、経営上の懸念材料となる点に留
意が必要である｡

名称及び比率の内容に変更なし。

計算式中の分母の表記を「総資金」から「総負債＋純資産」に変更

6 流動負債構成比率
流　 動　 負　 債
総負債＋純資産

流動負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で、主に短期的な債務の比重を
評価するものであり、固定負債構成比率とともに負債構成のバランスと比重を評価する指標であ
る｡
学校法人の財政の安定性を確保するためには､この比率が低いほうが好ましいと評価できる｡
しかし流動負債のうち、前受金は主として翌年度入学生の納付金がその内容であり､短期借入金
とは性格を異にするものであるため、流動負債を分析する上では前受金の状況にも留意する必要

がある｡

名称及び比率の内容に変更なし。

計算式中の分母の表記を「総資金」から「総負債＋純資産」に変更

7 内部留保資産比率
運用資産－総負債

総　　　資　　　産

特定資産（各種引当資産）と有価証券（固定資産および流動資産）と現金預金を合計した「運用資
産」から総負債を引いた金額の総資産に占める割合である。
この比率がプラスとなる場合は運用資産で総負債をすべて充当することができ､結果的に有形固
定資産が自己資金で調達されていることを意味しており、プラス幅が大きいほど運用資産の蓄積
度が大きいと評価できる｡
一方､この比率がマイナスとなる場合､運用資産より総負債が上回っていることを意味しており､財
政上の余裕度が少ないことを表すこととなる｡

計算式について、経営判断指標における「運用資産」と同定義とするため
分子の「運用資産」の定義を下記のとおり変更

現行：「運用資産＝その他の固定資産＋流動資産」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
変更：「運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券」

8 運用資産余裕比率
運用資産－外部負債
経　　常　　支　　出

 「運用資産（特定資産・有価証券・現金預金の換金可能なもの）」から「外部負債（借入金・学校
債・未払金等の外部に返済を迫られるもの）」を差し引いた金額が、事業活動収支計算書上の経
常支出の何倍にあたるかを示す比率であり、学校法人の一年間の経常的な支出規模に対してど
の程度の運用資産が蓄積されているかを表す指標である｡
この比率が1.0を超えている場合とは、すなわち一年間の学校法人の経常的な支出を賄えるだけ
の資金を保有していることを示し、一般的にはこの比率が高いほど運用資産の蓄積が良好である
といえる｡
なお、この比率の単位は（年）である。

計算式について、分母を「消費支出」から「経常支出」に変更
また、経営判断指標における「運用資産」と同定義とするため分子の「運用
資産」の定義を下記のとおり変更
現行：「運用資産＝その他の固定資産＋流動資産」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
変更：「運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券」

　※平成25年12月の説明会時では「消費支出」を「事業活動支出」に
　　変更するとしていたが、年間の運営費の何年分の運用資産の蓄積
　　があるかを測る上では、分母は事業活動支出ではなく、特別支出を
　　除外した経常支出の方が適切ではないかとの視点から、このたび
　　変更するものである。

9 純資産構成比率
純　　　資　　　産

総負債＋純資産

純資産の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で､学校法人の資金の調達源泉を分
析する上で､最も概括的で重要な指標である｡

この比率が高いほど財政的には安定しており､逆に50％を下回る場合は他人資金が自己資金を
上回っていることを示している｡

名称変更。比率の内容に変更なし

但し、分子の表記を「自己資金」から「純資産」に、分母の表記を「総資金」
から「総負債＋純資産」に変更

10 繰越収支差額構成比率
繰 越 収 支 差 額
総負債＋純資産

繰越収支差額の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合である｡
繰越収支差額とは､過去の会計年度の事業活動収入超過額又は支出超過額の累計であり､一般
的には支出超過 (累積赤字) であるよりも収入超過 (累積黒字) であることが理想的である｡
しかし､単年度の事業活動収支を分析する場合と同様に､事業活動収支差額は各年度の基本金
への組入れ状況によって左右される場合もあるため､この比率のみで分析した場合、一面的な評
価となる虞がある｡
この比率で評価を行う場合は基本金の内訳とその構成比率と併せて検討する必要がある｡

分子の表記を「消費収支差額」から「繰越収支差額」に変更
分母の表記を「総資金」から「総負債＋純資産」に変更

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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（１）貸借対照表関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

11 固定比率
固 定 資 産
純　資　産

固定資産の純資産に対する割合で､土地・建物・施設等の固定資産に対してどの程度純資産が投
下されているか､すなわち資金の調達源泉とその使途とを対比させる比率である｡
固定資産は学校法人の教育研究事業にとって必要不可欠であり､永続的にこれを維持・更新して
いく必要がある｡
固定資産に投下した資金の回収は長期間にわたるため､本来投下資金は返済する必要のない自
己資金を充てることが望ましい｡ しかし実際に大規模設備投資を行う際は外部資金を導入する場
合もあるため､この比率が100％を超えることは少なくない｡
このような場合､固定長期適合率も利用して判断することが有効である｡
なお､固定資産に占める有形固定資産と特定資産の構成比にも留意が必要である｡

名称及び比率の内容に変更なし

但し、分母の表記を「自己資金」から「純資産」に変更

12 固定長期適合率
固　　定　　資 　　産
純資産＋固定負債

固定資産の､ 純資産と固定負債の合計値である長期資金に対する割合で、固定比率を補完する
役割を担う比率である。
固定資産の取得を行う場合、長期間活用できる安定した資金として自己資金のほか短期的に返
済を迫られない長期借入金でこれを賄うべきであるという原則に対してどの程度適合しているかを
示している｡
この比率は100％以下で低いほど理想的とされる。
100％を超えた場合は､ 固定資産の調達源泉に短期借入金等の流動負債を導入していると解す
ることができ､ 財政の安定性に欠け､ 長期的にみて不安があることを示している｡ 固定比率が
100％以上の法人にあっては､この固定長期適合率を併用するとともに固定資産の内容に注意し
て分析することが望ましい｡

名称及び比率の内容に変更なし

但し、分母の表記を「自己資金＋固定負債」から「純資産＋固定負債」に
変更

13 流動比率
流 動 資 産
流 動 負 債

流動負債に対する流動資産の割合である｡ 一年以内に償還又は支払わなければならない流動負
債に対して､ 現金預金又は一年以内に現金化が可能な流動資産がどの程度用意されているかと
いう､ 学校法人の資金流動性すなわち短期的な支払い能力を判断する重要な指標の一つである｡
一般に金融機関等では､ 200%以上であれば優良とみなしており､ 100%を切っている場合には､ 流
動負債を固定資産に投下していることが多く､ 資金繰りに窮していると見られる。ただし､ 学校法
人にあっては､ 流動負債には外部負債とは性格を異にする前受金の比重が大きいことや､ 流動資
産には企業のように多額の「棚卸資産」がなく､ ほとんど当座に必要な現金預金であること､ さら
に､ 資金運用の点から､ 長期有価証券へ運用替えしている場合もあり､ また､ 将来に備えて引当
特定預金等に資金を留保している場合もあるため､ 必ずしもこの比率が低くなると資金繰りに窮し
ているとは限らないので留意されたい。

変更なし

14 総負債比率
総　負　債
総　資　産

固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合で、総資産に対する他人資金の
比重を評価する極めて重要な比率である｡
この比率は一般的に低いほど望ましく､50％を超えると負債総額が純資産を上回ることを示し、さら
に100％を超えると負債総額が資産総額を上回る状態､いわゆる債務超過であることを示す｡

変更なし

15 負債比率
総　負　債
純　資　産

他人資金と自己資金との割合で、他人資金である総負債が自己資金である純資産を上回ってい
ないかを測る比率であり、100％以下で低い方が望ましい｡
この比率は総負債比率､自己資金構成比率と相互に関連しているが､これらの比率よりも顕著に
差を把握することができる｡

名称及び比率の内容に変更なし

但し、分母の表記を「自己資金」から「純資産」に変更

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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（１）貸借対照表関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

16 前受金保有率
現 金 預 金
前　 受   金

前受金と現金預金との割合で、当該年度に収受している翌年度分の授業料や入学金等が、翌年
度繰越支払資金たる現金預金の形で当該年度末に適切に保有されているかを測る比率であり、
100％を超えることが一般的とされている。
この比率が100％を下回っている場合､主に2つの要因が考えられる。1つには前受金として収受し
た資金を現金預金以外の形で保有し、短期的な運用を行っている場合であり、この場合は有価証
券の状況を確認することで前もって収受している翌年度分の納付金が保有されていることを確認す
ることとなる。
もう1つは、翌年度分の納付金として収受した前受金に前年度のうちから手を付けている場合であ
り、この状況は資金繰りに苦慮している状態を端的に表しているものと見ることができる。
なお、入学前に前受金を収受していない学校ではこの値が高くなる場合があるため、入学前年度
における授業料等の納付条件等も確認する要がある。

変更なし

17
退職給与引当特定資産
保有率

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産
退  職  給  与  引  当  金

退職給与引当金と特定資産中の退職給与引当特定資産の充足関係を示す比率で、将来的な支
払債務である退職給与引当金に見合う資産を特定資産としてどの程度保有しているかを判断する
ものであり、一般的には高い方が望ましい。
ただし､学校法人によって退職給与引当率に差異がある場合や､特定資産を形成せず現金預金・
有価証券等の形で保有している場合もあり、この比率が低い場合は退職給与引当金の財源をど
のように確保しているか、学校法人の状況を念頭に置いて評価する必要がある｡

名称及び分子の表記変更

18 基本金比率
基      本      金
基本金要組入額

基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合である｡
この比率は100％が上限であり､100％に近いほど未組入額が少ないことを示している｡
未組入額があることはすなわち借入金又は未払金をもって基本金組入対象資産を取得しているこ
とを意味するため、100％に近いことが望ましい｡
しかし、仮に100％である場合でも繰越事業活動収支差額において支出超過となっている場合、
累積した支出超過が基本金を毀損していることとなるため､繰越事業活動収支差額の状況も併せ
て評価する必要がある｡

変更なし

19 減価償却比率
減 価 償 却 累 計 額  （図書を除く）
減価償却資産取得価額（図書を除く）

減価償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合である｡
建物・設備等の有形固定資産を中心とする減価償却資産は､耐用年数に応じて減価償却される
が､固定資産の取得価額と未償却残高との差額である償却累計額が､取得価額に対してどの程度
を占めているかを測る比率である｡
資産の取得年次が古いほど､又は耐用年数を短期間に設定しているほどこの比率は高くなる｡ な
お､設立から間もない学校法人では固定資産の償却が開始したばかりであるため、特に低い値と
なる｡

変更なし

20 積立率
運　用　資　産
要　積　立　額

学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要となる運用資産の保有状況を表す。
この比率では、長期的に必要となる資金需要の典型的なものとして、施設設備の取替更新と退職
金支払に焦点をあてている。その一方で運用資産の内容は、学校法人ごとに特定資産の使途の
指定状況が一様ではないことから、換金可能な金融資産、すなわち現金預金・有価証券（固定資
産および流動資産）・特定資産の合計額と幅広く捉えている。
そのため算定式の分子・分母に使途の異なる要素が混在することとなるが、ここでは学校法人全
体の財政状況の全体的な把握を主眼に置いており、個別目的に対応した資産の保有状況を測る
ものではない。
一般的には比率は高い方が望ましいが、例えば学校法人の将来計画において部門の規模縮小
や廃止等が予定されている場合にはその分の施設設備の取替更新等が不要となるため、算定式
から不要分にかかる要素を除外して試算してみる等、この算定式から得られる結果のみに捉われ
ず各学校法人の状況に応じた試算を併用することも比率の活用の上では重要である。

『今日の私学財政』において、第Ⅱ章「集計結果の概要」の「法人の財政状況」にお
いて提示されていた概念を、新たに財務比率として位置付けることとした。

分子の「運用資産」、分母の「要積立額」について、経営判断指標と同定義
とするため、下記のとおり定義する
「運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券」
「要積立額
　　　　　＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋2号基本金＋3号基本金」

　※平成25年12月の説明会以降、「積立率」とは、何に着目したものか
　　があいまい、との指摘から、このたび定義を明確にするものである。

（注）　「経常収入」＝教育活動収入計＋教育活動外収入計　　　「経常支出」＝教育活動支出計＋教育活動外支出計

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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（２）事業活動収支計算書関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

1 人件費比率
人　 件　 費
経 常 収 入

人件費の経常収入に占める割合を示す｡
人件費は学校における最大の支出要素であり､この比率が適正水準を超えると経常収支の悪化
に繋がる要因ともなる｡
教職員1人当たり人件費や学生生徒等に対する教職員数等の教育研究条件等にも配慮しなが
ら、各学校の実態に適った水準を維持する必要がある｡

経常的な収入を分母とするため、分母を「帰属収入」から「経常収入」に変更

2 人件費依存率
人       件        費
学生生徒等納付金

人件費の学生生徒等納付金に占める割合を示す｡
この比率は人件費比率及び納付金比率の状況にも影響される。一般的に人件費は学生生徒等納
付金で賄える範囲内に収まっている（比率が100％を超えない）ことが理想的であるが、学校の種
類や系統・規模等により､必ずしもこの範囲に収まらない構造となっている場合もある点に留意が
必要である｡
例えば高等学校においては学費軽減の観点から相当規模の補助金が交付されており、相対的に
学生生徒納付金が低い水準に抑えられている場合は、分母に補助金を加えて「修正人件費依存
率」として評価することも有用である。

変更なし

3 教育研究経費比率
教育研究経費
経　常　収　入

教育研究経費の経常収入に占める割合である｡
教育研究経費には修繕費､光熱水費､消耗品費､委託費､旅費交通費､印刷製本費等の各種支出
に加え教育研究用固定資産にかかる減価償却額が含まれている｡また附属病院については医療
経費がある。
これらの経費は教育研究活動の維持・充実のため不可欠なものであり､この比率も収支均衡を失
しない範囲内で高くなることが望ましい｡
なお､高等学校法人等では､教育研究経費と管理経費を区分していない場合もあり､この場合は両
者を合算した ｢経費比率｣として分析を行うこととなる｡

経常的な収入を分母とするため、分母を「帰属収入」から「経常収入」に変更

4 管理経費比率
管 理 経 費
経 常 収 入

経常収入に対する管理経費の占める割合である｡
管理経費は教育研究活動以外の目的で支出される経費であり、学校法人の運営のため､ある程
度の支出は止むを得ないものの､比率としては低い方が望ましい｡
なお､管理経費と教育研究経費の区分､両者を合計した経費の支出状況や減価償却の程度等に
も留意が必要である｡

経常的な収入を分母とするため、分母を「帰属収入」から「経常収入」に変更

5 借入金等利息比率
借 入 金 等 利 息

経　常　収　入

経常収入に対する借入金等利息の占める割合である｡
この比率は､学校法人の借入金等の額及び借入条件等によって影響を受け､貸借対照表の負債
状態が事業活動収支計算書にも反映しているため､ 学校法人の財務を分析する上で重要な財務
比率の一つである｡
借入金等利息は外部有利子負債がなければ発生しないものであるため､ この比率は低い方が望
ましいとされる｡

経常的な収入を分母とするため、分母を「帰属収入」から「経常収入」に変更

6 事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額
事　　業　　活　　動     収    入

事業活動収入に対する基本金組入前の当期収支差額が占める割合であり、この比率がプラスで
大きいほど自己資金が充実し､ 財政面での将来的な余裕につながるものである。
このプラスの範囲内で基本金組入額が収まっていれば当年度の収支差額は収入超過となり､逆に
プラス分を超えた場合は支出超過となる。
この比率がマイナスになる場合は､当年度の事業活動収入で事業活動支出を賄うことができない
ことを示し､基本金組入前の段階で既に事業活動支出超過の状況にある。
マイナスとなった要因が臨時的なものによる場合は別として､一般的にマイナス幅が大きくなるほ
ど経営が圧迫され､将来的には資金繰りに支障をきたす可能性が否めない。

比率の名称を「帰属収支差額比率」から「事業活動収支差額比率」へ変更

計算式について下記のとおり変更
分母：「帰属収入」　⇒　「事業活動収入」
分子：「帰属収入－消費支出」　⇒　「基本金組入前当年度収支差額」

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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（２）事業活動収支計算書関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

7 基本金組入後収支比率
事　　業　　活　　動　　支　　出
事業活動収入－基本金組入額

事業活動収入から基本金組入額を控除した額に対する事業活動支出が占める割合を示す比率で
ある。
一般的には､収支が均衡する100％前後が望ましいと考えられるが、臨時的な固定資産の取得等
による基本金組入れが著しく大きい年度において一時的に急上昇する場合もある。
この比率の評価に際しては、この比率が基本金組入額の影響を受けるため､基本金の組入状況お
よびその内容を考慮する必要がある｡

比率の名称を「消費収支比率」から「基本金組入後収支比率」に変更

計算式について下記のとおり変更
分母：「消費収入」　⇒　「事業活動収入－基本金組入額」
分子：「消費支出」　⇒　「事業活動支出」

8 学生生徒等納付金比率
学生生徒等納付金

経　常　収　入

学生生徒等納付金の経常収入に占める割合である｡
学生生徒等納付金は､ 学生生徒等の増減並びに納付金の水準の高低の影響を受けるが､ 学校
法人の帰属収入のなかで最大の割合を占めており､ 補助金や寄付金と比べて外部要因に影響さ
れることの少ない重要な自己財源であることから、この比率が安定的に推移することが望ましい。
この比率の評価に際しては､同時に学生生徒等納付金の内訳や学生生徒等1人当たりの納付金
額、奨学費の支出状況も確認することが重要である。

経常的な収入を分母とするため、分母を「帰属収入」から「経常収入」に変更

寄付金比率
寄　　付　　金
事業活動収入

寄付金の事業活動収入に占める割合である｡
寄付金は私立学校にとって重要な収入源であり､ 一定水準の寄付金収入を継続して確保すること
が経営の安定のためには好ましいことである｡
しかし､寄付金は予定された収入ではないため年度による増減幅が大きくなる。周年事業の寄付
金募集を行っている場合、事業の終了後に寄付金収入が大きく落ち込む例が典型的である。
今後の学校経営においては、学内の寄付金募集体制を充実させ、一定水準の寄付金の安定的な
確保に務めることの重要性が高まっている｡

計算式について、分母を「帰属収入」から「事業活動収入」に変更
なお、分子の「寄付金」には、特別収支の「施設設備寄付金」及び
「現物寄付」を含む

経常寄付金比率
教育活動収支の寄付金

経　　常　　収　　入
上記寄付金比率につき経常的な要素に限定した比率である。 上記寄付金比率を、分子・分母ともに経常的な収入に限定

補助金比率
補　　助　　金
事業活動収入

国又は地方公共団体の補助金の事業活動収入に占める割合である｡
学校法人において、補助金は一般的に納付金に次ぐ第二の収入源泉であり、今や必要不可欠な
ものである。私立学校が公教育の一翼を担う観点からも今後の補助金額の増加が大いに期待さ
れている。
しかしこの比率が高い場合､学校法人独自の自主財源が相対的に小さく、国や地方公共団体の
補助金政策の動向に影響を受け易いこととなるため、場合によっては学校経営の柔軟性が損なわ
れる可能性も否定できない｡

計算式について、分母を「帰属収入」から「事業活動収入」に変更
なお、分子の「補助金」には、特別収支の「施設設備補助金」を含
む

経常補助金比率
教育活動収支の補助金

経　　常　　収　　入
上記補助金比率につき経常的な要素に限定した比率である。 上記補助金比率を、分子・分母ともに経常的な収入に限定

11 基本金組入率
基本金組入額
事業活動収入

事業活動収入の総額から基本金への組入れ状況を示す比率である｡
大規模な施設等の取得等を単年度に集中して行った場合は、一時的にこの比率が上昇することと
なる｡学校法人の諸活動に不可欠な資産の充実のためには､基本金への組入れが安定的に行わ
れることが望ましい｡
したがってこの比率の評価に際しては､基本金の組入れ内容が単年度の固定資産の取得によるも
のか､第2号基本金や第3号基本金にかかる計画的な組入れによるものか等の組入れの実態を確
認しておく必要がある｡

計算式について、分母を「帰属収入」から「事業活動収入」に変更

9

10

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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（２）事業活動収支計算書関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

12 減価償却額比率
減 価 償 却 額
経　常　支　出

減価償却額の経常支出に占める割合で、当該年度の経常支出のうち減価償却額がどの程度の
水準にあるかを測る比率である｡
一方で､減価償却額は経費に計上されているが実際の資金支出は伴わないものであるため、別の

視点では実質的には費消されずに蓄積される資金の割合を示したものと捉えることも可能である｡

経常的な支出を分母とするため、分母を「消費支出」から「経常支出」に変更

13 経常収支差額比率
経常収支差額
経 常 収 入

経常的な収支バランスを表す比率として新設 新設

14 教育活動収支差額比率
教育活動収支差額
教育活動収入計

本業である教育活動の収支バランスを表す比率として新設 新設

（注）　「経常収入」＝教育活動収入計＋教育活動外収入計　　　「経常支出」＝教育活動支出計＋教育活動外支出計

（３）活動区分資金収支計算書関係比率

№ 新比率名 算出方法 比率の意味 会計基準改正に伴う変更点等

1
教育活動資金収支差額
比率

教育活動資金収支差額
教育活動資金収入計

教育活動資金収支差額の教育活動収入に占める割合を示し、学校法人における本業である「教
育活動」でキャッシュフローが生み出せているかを測る比率である。
比率はプラスであることが望ましいが、「その他活動」でキャッシュフローを生み出し、教育研究活
動の原資としている場合もあり得るため、「その他活動」の収支状況を併せて確認する必要があ
る。

事業団が公表している「経営判断指標」の判断区分に「教育活動
資金収支差額」を設けることとなったため、財務比率としても新設。

　※平成25年12月の説明会以降、新設することとしたものである。

（注）教育活動資金収支差額＝教育活動資金収入計－教育活動資金支出計＋教育活動調整勘定等

学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について
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＜計算式＞
基本金組入前当年度収支差額 ÷ 事業活動収入 × 100

【度数分布表】
平成２８年度決算

事業活動収支差額比率（事業活動収支計算書）

               （単位：％）
階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －3,474.9  －15.0 －12.0 －9.0 －6.0 －3.0 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 62.1 －15.1 －12.1 －9.1 －6.1 －3.1 －0.1 2.9 5.9 8.9 11.9 14.9 17.9 20.9 23.9  
                 

度   数 590 103 14 27 24 25 40 41 52 64 65 45 35 20 11 24 
                 

全体 最大値 62.1 最小値 －3,474.9 平均値 －7.7 中央値 4.2 最頻値 12.1 標準偏差 145.01 変動係数 －1,899.76 
上下 2.5%削除後 最大値 27.3 最小値 －66.7 平均値 －0.5 中央値 4.2 最頻値 12.1 標準偏差 17.38 変動係数 －4,242.88 

 

               （単位：％）
階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －1,443.1  －15.0 －12.0 －9.0 －6.0 －3.0 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 79.9 －15.1 －12.1 －9.1 －6.1 －3.1 －0.1 2.9 5.9 8.9 11.9 14.9 17.9 20.9 23.9  
                 

度   数 321 81 22 10 22 18 21 16 23 29 16 18 9 5 9 22 
                 

全体 最大値 79.9 最小値 －1,443.1 平均値 －14.1 中央値 －2.0 最頻値 3.3 標準偏差 90.77 変動係数 －644.07 
上下 2.5%削除後 最大値 32.0 最小値 －116.7 平均値 －6.7 中央値 －2.0 最頻値 3.3 標準偏差 23.83 変動係数 －357.08 

 50出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」
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＜計算式＞
経常収支差額 ÷ 経常収入 × 100

※経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入計

【度数分布表】
平成２８年度決算

               （単位：％）
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －3,474.9  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 62.0 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 590 100 16 19 19 22 32 25 42 39 55 53 54 32 26 56 
                 

全体 最大値 62.0 最小値 －3,474.9 平均値 －7.8 中央値 3.8 最頻値 8.7 標準偏差 144.86 変動係数 －1,835.81 
上下 2.5%削除後 最大値 26.2 最小値 －66.4 平均値 －0.6 中央値 3.8 最頻値 8.7 標準偏差 17.04 変動係数 －2,577.19 

 

               （単位：％）
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －1,615.6  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 81.2 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 321 83 13 16 18 17 10 18 18 18 19 25 12 13 9 32 
                 

全体 最大値 81.2 最小値 －1,615.6 平均値 －14.1 中央値 －1.9 最頻値 －0.5 標準偏差 98.08 変動係数 －692.55 
上下 2.5%削除後 最大値 29.4 最小値 －105.1 平均値 －6.6 中央値 －1.9 最頻値 －0.5 標準偏差 22.20 変動係数 －332.48 

 

経常収支差額比率（事業活動収支計算書）

51出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」
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＜計算式＞
人件費 ÷ 経常収入 × 100

【度数分布表】
平成２８年度決算

人件費比率（事業活動収支計算書）

               （単位：％）
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 17.8  25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 1,429.8 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9  
                 

度   数 590 3 2 7 30 52 99 121 90 62 45 26 12 8 3 30 
                 

全体 最大値 1,429.8 最小値 17.8 平均値 59.5 中央値 54.3 最頻値 59.6 標準偏差 58.83 変動係数 98.75 
上下 2.5%削除後 最大値 106.4 最小値 35.3 平均値 56.3 中央値 54.3 最頻値 59.6 標準偏差 12.42 変動係数 22.02 

 

               （単位：％）
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 7.2  25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 996.3 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9  
                 

度   数 321 2 0 5 7 13 29 41 53 56 42 22 11 7 7 26 
                 

全体 最大値 996.3 最小値 7.2 平均値 67.2 中央値 60.6 最頻値 58.6 標準偏差 58.43 変動係数 86.83 
上下 2.5%削除後 最大値 123.7 最小値 35.5 平均値 62.8 中央値 60.6 最頻値 58.6 標準偏差 14.49 変動係数 23.07 

 52出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」
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＜計算式＞
人件費 ÷ 学生生徒等納付金 × 100

【度数分布表】
平成２８年度決算

人件費依存率（事業活動収支計算書）

               （単位：％）
階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 28.4  40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 150.0 160.0 170.0 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 2,266.7 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9 149.9 159.9 169.9  
                 

度   数 590 7 52 114 173 97 55 22 13 9 13 3 6 0 3 23 
                 

全体 最大値 2,266.7 最小値 28.4 平均値 85.3 中央値 66.5 最頻値 66.2 標準偏差 123.29 変動係数 144.52 
上下 2.5%削除後 最大値 229.1 最小値 41.9 平均値 73.1 中央値 66.5 最頻値 66.2 標準偏差 26.19 変動係数 35.79 

 

               （単位：％）
階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 150.0 160.0 170.0 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 28,616.8 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9 149.9 159.9 169.9  
                 

度   数 321 3 9 31 38 73 55 39 26 13 9 3 6 4 1 11 
                 

全体 最大値 28,616.8 最小値 0.0 平均値 190.7 中央値 80.9 最頻値 102.2 標準偏差 1,601.23 変動係数 839.58 
上下 2.5%削除後 最大値 177.2 最小値 46.7 平均値 85.9 中央値 80.9 最頻値 83.5 標準偏差 24.07 変動係数 28.02 

 53出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」
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＜計算式＞
運用資産 ÷ 要積立額 × 100

※運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金
要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第2号基本金＋第3号基本金

【度数分布表】
平成２８年度決算

積立率（貸借対照表）

               （単位：％）
階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 2.0  10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 3,496.0 9.9 19.9 29.9 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9  
                 

度   数 548 14 32 42 47 38 50 46 49 42 46 47 33 17 7 38 
                 

全体 最大値 3,496.0 最小値 2.0 平均値 83.5 中央値 71.2 最頻値 62.2 標準偏差 160.28 変動係数 191.80 
上下 2.5%削除後 最大値 193.2 最小値 9.7 平均値 72.7 中央値 71.2 最頻値 62.2 標準偏差 37.26 変動係数 51.23 

 

               （単位：％）
階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 5.2  10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 263.1 9.9 19.9 29.9 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9  
                 

度   数 109 3 7 12 10 14 7 2 10 8 7 5 8 1 1 14 
                 

全体 最大値 263.1 最小値 5.2 平均値 76.2 中央値 66.6 最頻値 44.6 標準偏差 54.58 変動係数 71.63 
上下 2.5%削除後 最大値 248.8 最小値 8.9 平均値 74.0 中央値 66.6 最頻値 44.6 標準偏差 48.51 変動係数 65.49 

 54出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」
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＜計算式＞
総負債 ÷ 総資産 × 100

※ 総負債＝固定負債＋流動負債 総資産＝固定資産＋流動資産

【度数分布表】
平成２８年度決算

総負債比率（貸借対照表）

               （単位：％）
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.3  1.0 3.5 6.0 8.5 11.0 13.5 16.0 18.5 21.0 23.5 26.0 28.5 31.0 33.5 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 509.7 0.9 3.4 5.9 8.4 10.9 13.4 15.9 18.4 20.9 23.4 25.9 28.4 30.9 33.4  
                 

度   数 548 1 22 67 78 79 58 64 47 22 23 21 18 20 5 23 
                 

全体 最大値 509.7 最小値 0.3 平均値 15.2 中央値 12.0 最頻値 11.4 標準偏差 23.40 変動係数 153.67 
上下 2.5%削除後 最大値 37.8 最小値 2.7 平均値 13.7 中央値 12.0 最頻値 11.4 標準偏差 7.81 変動係数 56.74 

 

               （単位：％）
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 1.8  1.0 3.5 6.0 8.5 11.0 13.5 16.0 18.5 21.0 23.5 26.0 28.5 31.0 33.5 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 77.7 0.9 3.4 5.9 8.4 10.9 13.4 15.9 18.4 20.9 23.4 25.9 28.4 30.9 33.4  
                 

度   数 109 0 8 17 15 18 8 9 4 6 2 5 3 4 2 8 
                 

全体 最大値 77.7 最小値 1.8 平均値 14.8 中央値 10.4 最頻値 9.4 標準偏差 13.10 変動係数 88.06 
上下 2.5%削除後 最大値 58.8 最小値 1.9 平均値 14.0 中央値 10.4 最頻値 9.4 標準偏差 10.35 変動係数 73.91 

 55出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」



8 
4 

18 

83 

92 
88 

65 
52 

37 

21 26 

11 8 10 
25 

0

50

100
法人 大 学 法 人

3 
3 

10 

15 

18 

12 
12 

10 

4 5 
2 

4 

1 1 

9 

0

10

20
法人 短 期 大 学 法 人

               （単位：年）
階級幅 0.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －1.4  －1.0 －0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 18.7 －1.1 －0.6 －0.1 0.4 0.9 1.4 1.9 2.4 2.9 3.4 3.9 4.4 4.9 5.4  
                 

度   数 109 3 3 10 15 18 12 12 10 4 5 2 4 1 1 9 
                 

全体 最大値 18.7 最小値 －1.4 平均値 1.9 中央値 1.1 最頻値 0.9 標準偏差 3.04 変動係数 152.67 
上下 2.5%削除後 最大値 11.9 最小値 －1.3 平均値 1.7 中央値 1.1 最頻値 0.9 標準偏差 2.24 変動係数 126.54 

 

＜計算式＞
（運用資産 － 外部負債） ÷ 経常支出

※運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金
外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務
経常支出＝教育活動支出計＋教育活動外支出計

【度数分布表】
平成２８年度決算

運用資産余裕比率(貸借対照表、事業活動収支計算書）

               （単位：年）
階級幅 0.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －96.9  －1.0 －0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 16.7 －1.1 －0.6 －0.1 0.4 0.9 1.4 1.9 2.4 2.9 3.4 3.9 4.4 4.9 5.4  
                 

度   数 548 8 4 18 83 92 88 65 52 37 21 26 11 8 10 25 
                 

全体 最大値 16.7 最小値 －96.9 平均値 1.6 中央値 1.3 最頻値 0.6 標準偏差 4.72 変動係数 284.59 
上下 2.5%削除後 最大値 7.2 最小値 －0.4 平均値 1.6 中央値 1.3 最頻値 0.6 標準偏差 1.44 変動係数 85.78 

 

56出典：「平成29年度版 今日の私学財政（大学・短期大学編）」
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市・大規模(53)

地方・大規模(5)

都市・中規模(58)

地方・中規模(18)

都市・小規模(237)

地方・小規模(219)

～△20％ △20％～△10％ △10％～0％ 0％～10％ 10％～20％ 20%～

実数（校） 割合（％） 実数（人） 割合（％）

地方・小規模 219 37.1 272,121 13.7

都市・小規模 237 40.2 321,349 16.2

地方・中規模 18 3.1 99,101 5.0

都市・中規模 58 9.8 328,450 16.6

地方・大規模 5 0.8 58,276 2.9

都市・大規模 53 9.0 902,991 45.6

計 590 100.0 1,982,288 100.0

大学数 学生数（学部）

① 小規模大学：地方・都市ともに約５割の大学がマイナスとなっている。
② 中規模大学：地方・都市ともに約１割の大学がマイナスとなっている。
③ 大規模大学：地方ではマイナスの大学はなく、都市においても約９割以上の大学がプラスとなっている。

棒グラフ中の数字は学校数を示し、□内の%は経常収支差額の割合を示す。

【区 分】
・都市：三大都市圏

（埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫）
・地方：上記以外
・大規模：学生現員数8,000人以上
・中規模：学生現員数4,000人以上8,000人未満
・小規模：学生現員数4,000人未満

私立大学の経常収支差額比率(平成28年度)の分布状況
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市(150)

地方(171)

～△20％ △20％～△10％ △10％～0％ 0％～10％ 10％～20％ 20%～

実数（校） 割合（％） 実数（人） 割合（％）

地 方 171 53.3 59,898 49.9

都 市 150 46.7 60,044 50.1

計 321 100.0 119,942 100.0

短期大学数 学生数（学科）

① 地方・都市ともに半数以上の短期大学で経常収支差額がマイナスとなっている。
② 経常収支差額比率『△20％未満』の学校数は都市部の方が多い。

棒グラフ中の数字は学校数を示し、□内の%は経常収支差額の割合を示す。

【区 分】
・都市：三大都市圏

（埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫）
・地方：上記以外

私立短期大学の経常収支差額比率(平成28年度)の分布状況
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Ⅵ 私立大学・短期大学の教育の取組み



■大学 ■短期大学

教育の取組の実施状況（平成2９年度）

60



① カリキュラム・教育方法 　（全６取組）

② 学びの支援 （全１４取組）

③ 学修についての評価　 （全７取組）

④ 学生生活支援 （全６取組）

⑤ 進路・就職支援 （全６取組）

⑥ 国際化 （全４取組）

⑦ 連携（研究・生涯学習を含む） （全１１取組）

⑧ 特色ある施設等 （全５取組）

8.75  
07学びの組織的な支援　08学修成果のフィードバック　09学修ポートフォリオ

10初年次教育　11卒後調査の活用　12中途退学防止　13TA・RA・SA・メンターの活用

14入学前教育　15特色ある教育施設・設備の整備　16ラーニングコモンズ

17学生アンケートの活用　18インターンシップ　19キャリア教育

20資格取得（国家資格受験資格）

2.74  
21アセスメントポリシー　22外部テストの活用　23学修ルーブリック　24GPAの活用

25成績評価の厳格な運用　26学修成果のフィードバック　27学修ポートフォリオ

取 組 の グ ル ー プ

3.62  
01教育内容の体系化とその充実　02教養・リベラルアーツ教育　03アクティブラーニング

04課題解決型学習（PBL）　05サービスラーニング　06少人数教育

大 学

1.90  
40外国人教員雇用・派遣受入　41外国人留学生受入　42海外留学、スタディ・アブロード

43ダブルディグリー

6.94  44飛び入学・早期卒業・長期履修　45学校間連携　46高大連携プログラム

47産官学連携　48地域連携　49科目等履修制度　50社会人教育　51生涯学習

52ボランティア活動　53多様な研究内容　54研究施設・設備の充実

4.40  
28学生寮　29学費負担の軽減　30学生の心身に関する支援　31中途退学防止

32学生アンケートの活用　33学生の自主活動

4.05  
34就職支援　35進学支援　36インターンシップ　37キャリア教育

38資格取得（国家資格受験資格）　39卒後調査の活用

3.30  
55特色ある教育施設・設備の整備　56ラーニングコモンズ　57研究施設・設備の充実

58学生寮　59学費負担の軽減

(60.3%)

(62.5%)

(73.3%)

(67.5%)

(47.5%)

(63.1%)

(66.0%)

(39.1%)

教育の取組のグループ別平均実施数（平成29年度）
（大学）
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① カリキュラム・教育方法 　（全６取組）

② 学びの支援 （全１４取組）

③ 学修についての評価　 （全７取組）

④ 学生生活支援 （全６取組）

⑤ 進路・就職支援 （全６取組）

⑥ 国際化 （全４取組）

⑦ 連携（研究・生涯学習を含む） （全１１取組）

⑧ 特色ある施設等 （全５取組）

2.87  
01教育内容の体系化とその充実　02教養・リベラルアーツ教育　03アクティブラーニング

04課題解決型学習（PBL）　05サービスラーニング　06少人数教育

7.03  
07学びの組織的な支援　08学修成果のフィードバック　09学修ポートフォリオ

10初年次教育　11卒後調査の活用　12中途退学防止　13TA・RA・SA・メンターの活用

14入学前教育　15特色ある教育施設・設備の整備　16ラーニングコモンズ

17学生アンケートの活用　18インターンシップ　19キャリア教育

20資格取得（国家資格受験資格）

取 組 の グ ル ー プ 短 期 大 学

3.82  
34就職支援　35進学支援　36インターンシップ　37キャリア教育

38資格取得（国家資格受験資格）　39卒後調査の活用

0.98  
40外国人教員雇用・派遣受入　41外国人留学生受入　42海外留学、スタディ・アブロード

43ダブルディグリー

2.24  
21アセスメントポリシー　22外部テストの活用　23学修ルーブリック　24GPAの活用

25成績評価の厳格な運用　26学修成果のフィードバック　27学修ポートフォリオ

3.96  
28学生寮　29学費負担の軽減　30学生の心身に関する支援　31中途退学防止

32学生アンケートの活用　33学生の自主活動

5.51  44飛び入学・早期卒業・長期履修　45学校間連携　46高大連携プログラム

47産官学連携　48地域連携　49科目等履修制度　50社会人教育　51生涯学習

52ボランティア活動　53多様な研究内容　54研究施設・設備の充実

2.71  
55特色ある教育施設・設備の整備　56ラーニングコモンズ　57研究施設・設備の充実

58学生寮　59学費負担の軽減

(47.8%)

(50.2%)

(66.0%)

(63.7%)

(24.5%)

(50.1%)

(54.2%)

(32.0%)

教育の取組のグループ別平均実施数（平成29年度）
（短期大学）
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ご清聴
ありがとうございました


